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１．研究背景と目的

　2012年，中央教育審議会（以下，中教審）によっ

て出された「共生社会の形成に向けたインクルー

シブ教育の推進（報告）」の中で「「共生社会」とは，

これまで必ずしも十分に社会参加できるような環

境になかった障害のある者等が，積極的に参加・

貢献していくことができる社会であり，学校にお

いても，障害のある者が教職員という職業を選択

することができるよう環境整備を進めていくこと

が必要である。」と述べている。しかし，教職員

の障害者雇用について，文部科学省（2019）は 「都

道府県等の教育委員会における障害者雇用の状況

は，都道府県の機関に比べて不十分なものとなっ

ている。この要因の一つに，都道府県等の教育委

員会における雇用の大部分を占めている，教師の

障害者雇用が進んでいないことが考えられる。児

童生徒等にとって，障害のある教師等が身近にい

ることは，①障害のある人に対する知識が深まる 

②障害のある児童生徒等にとってのロールモデル

となるなどの教育的効果が期待されるところであ

る。」と述べている。さらに，「新しい学習指導要

領において対話的な学びの実現が求められる中， 
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　文部科学省（2019）は，「児童生徒にとって，障害のある教師等が身近にいることの教育効果が期待され，

教育委員会における障害者雇用を積極的に義務付け，取組を推進することが適当。」と述べている。しかし

ながら，厚生労働省（2022）令和４年障害者雇用状況の集計結果の発表によると，公的機関において雇用障

害者数，実雇用率ともに対前年で上回る結果となったが，市町村と教育委員会のみ未達成となり，実用雇用

率は2.27％（法定雇用率2.5％）と，依然不十分な結果となっている。学校教育の現場における障害者雇用に

関する雇用の現状の改善の取組に関しては，2019年度以降からであり，現時点ではどこに課題があるのか等，

ほとんど明らかにされていない，と下條ら（2020）が指摘している。障害のある教員の雇用を促進していく

ためには，学校現場における障害のある教員が必要な配慮や課題がどこにあるのかを，客観的に評価するた

めの指標や尺度が必要だと考えた。そこで本研究は，QOL向上の観点を踏まえた障害のある教員の雇用推

進のための評価指標の開発のために，先行研究を基に指標の領域及び項目の検討を行う。抽出の観点として，

教育分野のQOLに関する先行研究及び職業準備性ピラミッドを基に検討を行った。その結果として「障害

のある教員の雇用推進評価指標」は，「心身の健康」，「職場環境」，「職業適性」の３領域36項目が抽出された。

しかし「職業適性」領域に課題が残り，今後は，本研究で抽出された領域・項目の内容的妥当性の検証を行い，

評価指標の内容，言葉の表記が妥当であるかを検証する必要がある。

キーワード：QOL，障害者雇用，教員，指標
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障害のある教師等との対話は，児童生徒等にとっ

て，共生社会に関する自己の考えを広げ深める重

要な教育資源となることも期待される。こうした

ことも含め，学校現場において障害のある教師等

がいることは，いわゆる「隠れたカリキュラム」

となりうるものであり，教育委員会における障害

者雇用を積極的に意義付けて，取組を推進するこ

とが適当である。」と述べ，その重要性が指摘さ

れている。

　しかし，厚生労働省（2022） 令和４年障害者雇

用状況の集計結果の発表によると，公的機関にお

いて雇用障害者数，実雇用率ともに対前年で上回

る結果となったが，市町村と教育委員会のみ未達

成となり，実用雇用率は2.27％（法定雇用率2.5％）

と，依然不十分な結果となっている。早急に教育

現場において障害のある教員を増やすことが求め

られるが，下條ら（2020）は，障害のある教員の

雇用の状況の改善の取り組みに関しては，2019年

度以降から検討や実態把握が行われているため，

障害のある教員の雇用についてのどのような状

況・課題があるか等，現時点ではほとんど明確に

されていない，と指摘している。

　このことから，学校現場における障害のある教

員のための雇用環境づくりが必要であるが，障害

者雇用対策基本方針では，「事業主は，法の規定

に基づき，障害者に対する差別の禁止及び合理的

配慮の提供を実施するとともに，関係行政機関や

事業主団体の援助と協力の下に，以下の点に配慮

しつつ適正な雇用管理を行うことにより，障害者

が男女ともにその能力や適性が十分発揮でき，障

害のない人とともに生きがいを持って働けるよう

な職場作りを進めるとともに，その職業生活が質

的に向上されるよう努めるものとする。」として

いる。加えて，厚生労働省（2021）は，障害者を

雇用する際に障害者雇用促進法に基づき，すべて

の事業主に対して，募集・採用時に障害者差別を

行っていないか，必要な配慮がなされているかな

ど，事業主が自主点検するための資料を作成して

いる。しかし，この資料は，事業主側の主観的な

評価のみで，「はい」の１択で点検するだけである。

そして，事業主側の主観的な視点に任され，雇用

される側のニーズや課題をはかるものではない。

それゆえ，事業主側にとっても障害者を雇用する

ことにおいてどこに課題があるかを把握し評価す

ることが難しく，障害のある者を雇用することへ

の困難さを感じる要因となっているのではない

か。そのため，主観的な評価だけでなく，客観的

な評価ができる指標や尺度が必要と考えられる。

　これまで，障害者雇用促進に関する客観的評価

に関しては，限定的な職種分野における研究が一

部見受けられた。しかし，学校現場における障害

者雇用促進に関する評価や尺度に関する研究は見

当たらなかった。中村（2020）は，障害のある教

師の聞き取り調査を行い，今後の重要な課題につ

いて障害教師の業務支援については，個々の障害

教師の支援システムを計画し，実際の学校現場で

試行し，有用性と問題点を検証し，支援システム

を修正していく必要がある，と述べている。この

ことから，障害のある教師の学校現場で雇用を促

進していくためにも，客観的な評価ができる指標

や尺度が必要ではないか。さらに，障害者雇用に

関する客観的評価における観点として，權（2016）

は「障害者の雇用においての「質」的側面の整備

は，障害者の雇用の安定性につながり，障害者の

QOLの向上の観点から取り組んでいくべきでは

ないかと考える。」と述べている。このことから，

障害のある教師が安定的に職務を遂行するために

も，教育現場においても生活の質を客観的に評価

する必要があると考える。

　そこで，本研究は，QOL向上の観点を踏まえ

た障害のある教員の雇用推進のための評価指標の

開発のための基礎的研究として，先行研究を基に

指標の領域及び項目の検討を行う。

２．方法

　評価指標作成においては，構成概念（領域）の

検討，項目執筆の手順を経て開発する。構成概念

の検討は，試案や尺度作成過程の第一段階であ

り，かつ最も重要な作業であり，理論的実態を説

明したものである（横内，2007）。また，質問項

目の考案には，定義や背景となる理論に基づいて

関連する文献や尺度などを参照していく必要があ

る（横内，2007）。

　本研究では，「QOL向上」の観点から障害のあ

る教員の雇用について検討していく必要があるた

め，教育分野におけるQOLに関する先行研究及
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び，障害のある教員の雇用に関する先行研究を収

集し，整理していくことで領域の設定を行う。

　まず，教育分野におけるQOLに関する先行研

究については，論文検索データベース CiNii や 

J-STAGE，Google Scholar を用いて，「学校」，「教

師」，「教育」，「QOL」をキーワードに検索を行っ

た結果に基づき，先行研究や文献を中心に収集す

る。次に，障害のある教員の雇用に関する先行研

究については，同じく，論文検索データベース 

CiNii や J-STAGE，Google Scholar を用いて，

「学校」，「教師」，「障害」，「雇用」をキーワード

に検索を行った結果に基づき，先行研究や文献，

当事者の書籍などを中心に収集する。

　次に項目執筆においては，領域が設定された後

に，関連する先行研究より項目内容や信頼性・妥

当性が検証されている尺度や，関係法令を参考に

作成する。

３．結果と考察

3.1.　障害のある教員の雇用とQOLとの観点

　韓（2017）は，教育分野における成果評価の観

点に基づいた QOL概念の再定義を行い，「人間が

おかれている客観的な状況の中における主観的な

質のレベルであるとということ前提条件として，

身体的，情緒的，社会・経済的など，人間の生活

に関わるあらゆる領域のレベルを主観的かつ段

階的に評価するもの」と再定義した（矢野・韓，

2020）。本研究ではこの定義に加え，QOLの観点

に関し，「WHOQOL26」と「SF-36」に着目した。

　WHOQOL26は，回答者の生活の良質さや健

康さを評価する指標として，国際連合世界保健

機関（WHO）が定義する「健康」（身体的，精

神的，社会的に良好な状態にあること）の概念

に沿って作成されている（菅原，2011）。この

WHOQOL26は，教育分野でのQOL研究ではし

ばしば使用されており，佐藤・金子（2012）は，

WHOQOL26の定義を参考に，教師の職業生活の

側面に焦点をあて，教師のプライベートな生活側

面を切り離して学校という枠組みの中で，教師

のQOLを，「教師が日常の職務にあたる中で，そ

の教師がもつ教育目標や期待及び関心などに関

連する自身の教育活動全体の状況についての認

識」と定義し，研究を行っている。加えて，教

師QOL尺度の開発を行い，最終的には，「教師適

正領域」，「協働や連携領域」，「子どもと関わる

楽しさ領域」，「職務環境領域」の４領域24項目

の尺度を開発している。また，松嵜（2004）は，

WHOQOL26を使用し，小学校における教員の

QOLと，教員の職場におけるストレッサーを把

握し，児童のQOLとの関連の検討を行っている。

その結果として，教員のQOL得点の高低と職場

のストレッサーとの間に関連がみられたことを明

らかにしている。

　竹谷・小野（2013）は，包括的な健康関連

QOLの国際的指標の一である，日本語版MOS 

36-item Short-Form Health Survey （以下，SF-

36）における８下位尺度（「身体機能」・「日常役割

機能（身体）」・「体の痛み」・「全体的健康感」・「活

力」・「社会生活機能」・「日常役割機能（精神）」・

「心の健康」）を用い，教員のQOLを探索的に検

討した。SF-36は，医療評価やアウトカム評価の

研究において患者の視点に立った主観的アウトカ

ムの指標の中でも代表的な評価表である（五木田，

2008）。竹谷・小野（2013）の研究結果によると，

教員群のSF-36の８下位尺度得点は，「心の健康」

得点よりも，「日常役割機能（身体）」得点と「日

常役割機能（精神）」得点が，日本人平均値50点

をより下回ったことを明らかにしている。「日常

役割機能（身体）」は，身体的な状態を反映し，「心

の健康」は精神的な側面が強い。この２つは「日

常役割機能（精神）」の状態に影響を受けると解

釈されている（斎藤ら，2004）。

　また，下條・照屋・權（2020）は，日本に

おける障害のある教員の雇用の現状と課題に

関する研究動向を把握するため，QOL-EPAI 

（Employment Promotion System Assessment 

Promotion SystemAssessment Indicator for 

Persons with for Persons with Disabilities 

from the Perspectiveof Quality of Life，以下，

QOL-EPAI）を用いて，日本の学校現場におけ

る障害者雇用に関わる先行研究分析を行ってい

る。その結果，「心身の健康」領域に関し，研究

等が進んでない状況を明らかにしている。

　韓（2017）の定義や上記QOL尺度に関する先

行研究にも共通してあるように，本研究でも「身

体面」，「情緒面」，「社会面」に関する領域及び項
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目抽出を，回答者の主観的視点で評価を行うこと

が妥当であると考えた。また，この「身体面」，「情

緒面」，「社会面」のQOLの視点と障害のある教

員の雇用の関連については，相澤（2007）の職業

準備性ピラミッドに着目した。

　職業準備性ピラミッドとは，働くために必要な

力が５段階に整理され，安定した職業生活のため

には，①健康管理，②生活リズム，③対人スキル，

④基本的労働習慣，⑤職業適性の５段階の力が必

要であり，特に土台部分が重要であることが示さ

れている（市川ら，2021）。前原（2021）は「就

労系障害福祉サービスにおける職業的アセスメン

トハンドブック」において，職業準備性とは，「職

業生活に必要な個人的な諸能力が用意されている

状態（松為，2020）」であり，これは，個人と環

境の関係性を観点として持つ就労支援において重

要な視点です，と述べている。また，檜垣・赤澤・

落合（2020）によると，事前準備の観点から「個

人の側に職業生活を始めるために必要な条件が用

意されている状態」とされているが，就職後の環

境変化への対応の視点も加味して「全生涯にわた

る職業への対応能力の準備」ともいわれている。

雇用されうる能力（Employability）を備えるこ

と重要で，職業準備性ピラミッドがそれをよく表

している。個々の職業準備性を検討する際には，

職業準備性をハードルとするのではなく，支援や

受入れ環境との相互関係の中で対応していくこと

が重要である，としている。矢野・韓（2020）は，

QOL の指標自体が，自身のおかれた環境におい

てどのように適用するかという目標にもなるとい

う横断的な側面を併せ持っている，としているこ

とから，雇用される側と環境との相互関係につい

て見ていくことは重要な視点であることがわかる。

　以上のことから，本指標の観点としては，

「WHOQOL26」，「SF-36」などのQOL尺度や教

育分野におけるQOLに関する先行研究を，相澤

（2007）の「職業準備性ピラミッド」に照らし合

わせた領域・項目抽出を行っていくことが妥当で

あると考えた。

3.2.　領域と項目の抽出

　領域と項目の抽出では，「3.1.　障害のある教

員の雇用とQOLとの観点」の内容を踏まえ，相

澤（2007）の「職業準備性ピラミッド」の５領域

と教育分野におけるQOLに関する先行研究を照

らし合わせた結果，「心身の健康」領域，「職場環

境」領域，「職業適性」領域の３領域36項目を抽

出した（表１）。

表１．領域・項目抽出に関する参考文献一覧

領域及び項目 参考にした尺度や資料等

「心身の健康」領域

12項目

・WHOQOL26（世界保健機関）

・SF-36v2（福原・鈴鴨，2011）

・EQ-5D（EuroQolグループ，1987）

・職業性ストレス簡易調査票57（厚生労働省）

・労働者の疲労蓄積自己診断チェックリスト（厚生労働省）

・みんなのメンタルヘルス（こころの病気の初期サインに気付く）（厚生労働省）

・教職員のメンタルヘルス対策について（最終まとめ）（文部科学省，2013）

・教職員の心の健康づくりのための手引き（福島県教育委員会（2012））

・ 教職員のメンタルヘルス対策に関する研究―ラーン体操研究―（石原・濱本・

浦（2017））

「職場環境」領域

10項目

・WHOQOL26（世界保健機関）

・OECD国際教員指導環境調査（TALIS）2018
・障害者雇用対策基本方針（厚生労働省）

・職業性ストレス簡易調査票（厚生労働省）

・快適職場調査チェックシートⅠ（ソフト面）（中央労働災害防止協会）

・ 職場環境評価表（ハード面）第二段階評価表（３疲労回復支援施設）（中央労

働災害防止協会）

・教員のメンタルヘルス対策（最終まとめ）（文部科学省，2013）
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3.2.1.　「心身の健康」領域と項目について

　「心身の健康」領域では12項目が抽出された。

この領域における心身の健康の状態とは，「身体

の不快や痛み」，「情緒の安定性」に関する内容を

含めた。この「身体の不快や痛み」の身体面と「情

緒の安定性」の情緒面の２つの観点は，障害者雇

用に関する職業準備性ピラミッド（相澤，2007）

においても，第１領域の「健康管理」にも設定さ

れ，重要な土台としても設定されている。また，

平成27年12月に施行された「ストレスチェック制

度」において，厚生労働省が推奨する「職業性ス

トレス簡易調査票（57項目）」や，平成16年６月

に厚生労働省が公表した，過重労働による健康障

害を防止するための「労働者の疲労蓄積度自己診

断チェックリスト」を参考に，QOLを観点に「心

身の健康」について共通して問われている項目を

抽出し，「心身の健康」領域と項目が抽出された。

　八尋ら（2022）によると，日本における学校教

員の精神的健康状態は悪化し，健康管理が課題と

してあげられている。文部科学省が公表した「精

神疾患による休職者の推移（教職員）」によると，

2019年に精神疾患により休職した教職員が5,478

人で，病気休職者のうちの約７割が精神疾患によ

るものであった。ここ数年は5,000人前後を推移

しているが，2001年は2,503人であったことから

高い水準であることが明らかである，としている。

また，文部科学省（2013）によると，教職員の中

でも教諭はストレスを感じる頻度が比較的高いこ

とが報告されている。教職員のメンタルヘルス不

適応の初期症状の例として，身体面に，頭痛，腹

領域及び項目 参考にした尺度や資料等

・ 新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学

校における働き方改革に関する総合的な対策について（中間まとめ）（中央教

育審議会，2017）

・教員のソーシャル・キャピタルとバーンアウトの関連について（杉浦，2020）

・ 聴覚障害のある教員の就労の実態と心理社会的影響，および関連する要因の

検討（奥沢・廣田，2017）

・ 小学校教員の職務の負担感と多忙感・危機感の関連：教育員の視点に立った

働き方改革の実現に向けて（品田ら，2020）

・ 学校は変われるのか―職員室の内と外から教師の働き方を考える（内田，

2021）

・労働者の疲労蓄積自己診断チェックリスト（厚生労働省）

「職業適性」領域

14項目

・WHOQOL26（世界保健機関）

・生徒指導提要（文部科学省，2010）

・小学校学習指導要領（平成29年告示）（文部科学省）

・中学校学習指導要領（平成29年告示）（文部科学省）

・特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成29年４月告示）（文部科学省）

・高等学校学習指導要領（平成30年告示）（文部科学省）

・教師に求められる資質能力の再整理（文部科学省）

・北海道における教員育成指標（北海道教育委員会）

・教職員の人事評価制度の手引き（青森県教育委員会）

・教職員評価制度標準職務遂行能力（別添）（栃木県教育委員会）

・新潟県教員等育成指標について（新潟県教育委員会）

・ 校長及び教員としての資質能力の向上に関する指標（別紙①）教諭版（三重

県教育委員会）

・ 鳥取県公立学校の教員としての資質の向上に関する指標（教諭等）（鳥取県教

育委員会）

・とくしま教員育成指標〈改訂版〉（徳島県教育委員会）

・市町村（学校組合）学校教員育成指標（福岡県教育委員会）

・育成・評価記録書Ⅰ（申告書）（沖縄県教育委員会）
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痛，めまい，吐き気，行動面では，遅刻，欠勤，

早退，口数が少なくなることやお酒やギャンブル

に興じて仕事の能率の低下，精神面では，情緒が

不安になることや，今までより意欲が低下するこ

と，やたら卑下するようになる，と示されている

（文部科学省，2013）。ストレスマネジメント研

究において，ストレスに対する身体症状との関連

については，石原（2017）により整理されている。

ストレスに対する身体的反応として，「頭痛，動悸，

喉のつまる感じ，胃痛，腹痛，めまい，尿が近い，

微熱，息苦しさ，咳，吐き気，下痢，便秘，生理

不順，背部痛」が挙げられ，心理的反応として，「不

安，イライラ，怒り，集中力低下，持続力低下，

抑うつ，自己評価の低下，無気力」，行動面での

反応として，「過食，飲酒量の増加，過眠，多動，

多弁，引きこもり，遁走」の３観点で分類されて

いる。

　文部科学省（2013）は，学校教育は，教職員と

児童生徒との人格的な触れ合いを通じて行われる

ものであることから，教職員が心身ともに健康を

維持して教育に携わることができるようにするこ

とがきわめて重要である，としている。また，八

尋ら（2022）は「教員のメンタルヘルスが悪化す

ることで，教員の健康だけでなく，生徒の教育に

悪影響を及ぼすことが明らかにされているため，

登校拒否の生徒の増加や学力低下に繋がると考え

られる。」と述べている。このことからも，本指

標においては「心身の健康」領域及び項目抽出に，

具体的な身体的・心理的な症状や行動に関する内

容を加えることが妥当であると考えた。

3.2.2.　「職場環境」領域と項目について

　「職場環境」領域では 10項目が抽出された。こ

の領域では，職業準備性ピラミッドにおいて, ３

領域目の「対人技能」及び４領域目の「基本的労

働習慣」の領域にあたる。「対人技能」領域につ

いては，感情のコントロールや謝罪，苦手な人へ

の挨拶などが含まれ，「基本的労働習慣」領域に

は，あいさつ・返事，報告・連絡・相談などが含

まれている。この２領域は教職員間の人的環境に

関連する内容であることが分かる。本研究では，

この２領域をまとめ「職場環境」領域としたが，

「職場環境」とは，上述したような人的環境に関

するソフト面に加え，施設や設備等のハード面も

含まれることが予想される。厚生労働省が公開し

ている職場環境改善ツールにおいても，中央労働

災害防止協会が作成した「職場環境評価（ハード

面）」と「快適職場調査（ソフト面）」の２つを並

列して紹介されている。しかし，「職場環境評価

（ハード面）」に関しては，温熱条件や音環境な

どの作業環境に関する内容や，給油設備や食堂な

どの職場生活の内容が含まれているため大半を除

外することとなった。学校においては，小学校設

置基準（平成十四年三月二十九日文部科学省令第

十四号）により設置基準が定められており，中学

校も同様となっている。そのことからも，ハード

面においては，「疲労回復」　に関連する設備の活

用ができているかを問うのみとし，項目抽出とし

ては少数となるのではないかと考えた。

　「快適職場調査（ソフト面）」では，構成として「領

域１．キャリア形成」，「領域２．人間関係」，「領

域３．仕事の裁量性」，「領域４．処遇」，「領域５．

社会とのつながり」，「領域６．休暇・福利厚生」，「領

域７．労働負荷」の７領域（35項目）が設定され

ており，そのうち，先行研究に照らし合わせ，「領

域２．人間関係」，「領域６．休暇・福利厚生」，「領

域７．労働負荷」の３領域のみ抽出し参考にした。

　障害者雇用対策基本方針では，「障害者が職場

に適応し，その有する能力を最大限に発揮するこ

とができるよう，職場内の意識啓発を通じ，事

業主自身はもとより職場全体の，障害及び障害

者についての理解や認識を深める（厚生労働省，

2019）」と明記され，障害及び障害者についての

職場全体での理解の推進に関する項目を抽出して

いる。

　また，奥沢（2017）は，聴覚障害教員では，ス

トレッサーとしては，聴覚障害による制約，保護

者との関係の関与が大きい傾向を示しており，児

童生徒，同僚，保護者とのコミュニケーション上

の障害の関与が大きいことが指摘された。就労上

の課題への対応行動（コーピング）としては，同

僚教師との関係作りが有効と認識されており，円

滑な人間関係の構築に関する項目が上位を占めて

いた。聴覚障害教員の就労の際のストレスを軽減

するためには，就労上の情報保障と周囲との円滑

なコミュニケーション，周囲との人間関係の形成
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が欠かせないことが，改めて確認された，と述べ

られ，その重要性が指摘されている。このことか

らも，ソフト面においては，「管理職との関係性」

「同僚との関係性」を分けて問う項目が抽出され

ることが妥当であると考えた。

3.2.3.　「職業適性」領域と項目について

　「職業適性」領域では15項目が抽出された。職

業準備性ピラミッドでは, ５領域目の「職務への

適性」の領域にあたり，ここでは，職務遂行に必

要な知識・技能の内容が設定されている。教職員

における「職務遂行に必要な知識・技能」とは，

文部科学省が示す「教師に求められる資質・能

力」とみなせる内容であったことから，文部科学

省（2021）の「教師に求められる資質能力の再整

理」を参考に，領域と項目を抽出した。「教師に

求められる資質・能力」の土台となるものとして

「学習指導」と「生徒指導」の２つが示されてい

たことから，この２つの観点をもって抽出した。

　「学習指導」と「生徒指導」の２つの内容につ

いては，文部科学省による小学校学習指導要領（平

成29年告示），中学校学習指導要領（平成29年告

示），特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

（平成29年３月告示），高等学校学習指導要領（平

成30年告示）の総則，各都道府県の教育委員会や

教育センターにおいて，「教師力チェックシート」

や「キャリアアップシート」，「教員養成指標活用

ガイドブック」等で，「学習指導」と「生徒指導」

の具体的内容が項目として問われていたため，そ

れを参考に抽出した。各校種の学習指導要領の総

則は，今回は小学校の総則を参考文献に表４にま

とめてある。2016年より全国すべての自治体に義

務付けられた「教職員評価システム」において，

評価の視点として「学習指導」と「生徒指導」が

項目設定されていたため，そこからも内容抽出を

行った。抽出方法については，北海道地方，東北

地方，関東地方，中部地方，関西地方，中国地方，

四国地方，九州地方，沖縄地方の９地方に分け，

各地方の都道府県番号の始めにあたる，北海道，

青森県，茨城県，新潟県，三重県，鳥取県，徳島県，

福岡県，沖縄県の９都道府県の教育委員会に絞り，

「教職員評価システム」で実際に使用されている

指標から「学習指導」と「生徒指導」の項目を整

理し，共通した項目を抽出した。

　「学習指導」に関しては，授業設計，授業実践，

授業評価，授業改善の４つが抽出された。関係法

令，学習指導要領の中では子どもたちの「主体的・

対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を行

うことが求められており，学習者中心の授業を創

造することができる教師が求められている（文部

科学省， 2021）。そのことから，学習指導の項目

に「主体的」「対話的」というワードを入れて項

目を抽出する必要があると考えた。

　「生徒指導」に関しては，生徒指導提要におけ

る定義として，「生徒指導は，一人一人の児童生

徒の個性の伸長を図りながら，同時に社会的な資

質や能力・態度を育成し，さらに将来において社

会的に自己実現ができるような資質・態度を形成

していくための指導・援助であり，個々の児童生

徒の自己指導能力の育成を目指すものです。その

ために，日々の教育活動においては，①児童生徒

に自己存在感を与えること，②共感的な人間関係

を育成すること，③自己決定の場を与え自己の可

能性の開発を援助することの３点に特に留意する

ことが求められてる（文部科学省2010）。」として

いる。特に，後者の３点の留意点は，学校現場では，

「生徒指導の３機能」として様々なところで言及

されていることから，この３点を項目に抽出する

必要があると考えた。また，「教師に求められる

資質能力の再整理」では，「教育相談の意義や理

論を理解し（中略）個々の悩みや思いを共感的に

受け止め，学校生活への適応や人格の成長への援

助を行う」ことが求められていた。この「人格」

については，須藤（2022）は，「人間は，人間性

として備わっているいろいろな性質・能力・要求

を，外からいたわり育てられるだけでなく内に自

らの力，自由な意思と責任を持って統一し，はた

らかせる事ができる。これが人間の人間たる資格

で，人格とよばれるものである」と定義している。

さらに，教育では子どもたちの人格形成のプロセ

スにおいて「自分の人生・人格は，自分の責任で

創造することを自覚させ，何のための活動なのか，

自己決定で何を重視したのか等を振り返りながら

活動できるよう指導・援助することが重要と考え

る。」と述べ，「自己決定の連続が人格を形成する」

としていることから，生徒指導においては，特に
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子どもたちの「自己決定」の機会や場を設定する

ことについて重要であると考えた。加えて，「生

徒指導を進めるに当たっては，全教職員の共通理

解図り，学校としての協力体制・指導体制を築く

ことは欠くことのできない大切なことです。しか

し，学校全体で進める生徒指導とは，学校の中だ

けで完結するものではありません。家庭や地域社

会及び関係機関等との連携・協力を密にし，児童

生徒の健全育成を広い視野から考える開かれた生

徒指導の推進を図ることが重要です（文部科学省，

2010）。」とあり保護者や他の教職員との連携した

項目を抽出する必要があると考えた。

　保護者との連携では「生徒指導を円滑に進めて

いくため，家庭と一致協力した体制を築くことや，

地域の教育力を積極的に活用していくことなどが

問われているといえます（文部科学省，2010）。」

とあることから，家庭の状況と学校で様子につい

て情報の交換を行った連携について問う項目を抽

出した。教職員との連携については，「生徒指導

の問題を一人で抱え込まず，組織的な取組が必要

であり，教職員間の信頼関係や温かい人間関係を

常に心がけておくことが大切です（文部科学省，

2010）。」とあり他の職員との情報共有だけにとど

まらず，意見交換を含めた連携に関する項目を抽

出した。地域・関係機関との連携については，「児

童生徒の問題行動が学校内で対応できるか，他の

機関にゆだねる方がよいか，あるいは，他の機関・

専門家等との連携・協働によるのがよいかの判断

は大変重要です。また，必要があると判断した場

合は迅速に連携・協働し専門機関の助言を求める

姿勢も必要です。そのためにも，家庭・地域，専

門家や関係機関と連携・協働を進める上で，学校

が自らの役割を率先して行うとともに，常に情報

共有できるシステムを構築するなど，円滑に連携

の図られる体制を構築し，その連携体制の中で全

体をコーディネートしていく視点が必要です。（文

部科学省，2010）。」とあり，情報共有だけでなく，

地域資源を活用することを含めた連携に関する項

目を抽出した。

3.3.　全体考察

　本研究では， QOL向上の観点を踏まえた障害の

ある教員の雇用推進のための評価指標の開発のた

めに，先行研究を基に指標の領域及び項目の検討

を行った。その結果として３領域36項目が抽出さ

れ，今後の指標開発における領域と項目の候補と

なった。しかし，「職業適性」領域においては，

以前課題が残る。本研究では，この領域及び項目

抽出の観点を，「教師に求められる資質・能力」

の土台となる「学習指導」と「生徒指導」の２つ

に絞って行った。抽出された項目より，教職員の

校務分掌や雇用形態の偏りが生じるのではないか

と予想もされた。今後，領域設定及び項目抽出の

検討のために，学校現場で実際に働く障害のある

教師や管理職，専門家への聞き取り調査や，項目

の内容的妥当性の検証が必要だと考える。

　しかしながら，本研究はQOLを観点とした障

害のある教員の雇用推進について概観してきた

が，先行研究から分かったこととして，本指標が

開発に至った際には，障害のある教職員と限定せ

ずとも，様々な背景を持った教職員の雇用推進に

関する指標としても活用できるものにもなるので

はないだろうか。「学校現場には多様な教員が働

いている。妊娠中であったり，乳幼児の養育や親

族の介護をしていたりして勤務時間を柔軟にした

い先生がいる。（中略）トランスジェンダーの先

生も，たとえば男女別トイレや更衣室の使用につ

いて，職場内の合意形成をしながら働きやすい環

境をつくったりしている。また外国ルーツがあっ

たり，宗教上のマイノリティであったりする先生

等も，働きにくさを感じることがありそうだ（波

田野，2018）」とあることからも，学校現場で雇

用される教員は様々なニーズを抱えている。相澤

（2007）は，「アセスメントやプランニングは，

自己理解と自己決定を支援する過程であらゆる視

点で書いています。この視点は，障害者のある人

に限らず，さらには，障害のあるなしに関わらず，

どんな人にも当てはまる原則である。（中略）適

切な雇用管理が本人の力を引き出すことを強調し

ましたが，これも障害のあるなしにかかわらず，

多くの人に当てはまることです。このように，障

害種別にかかわらず，場合によっては障害のある

なしにかかわらず，雇用支援の基本的な考え方は

一緒である」と述べている。本研究はQOLと相

澤（2007）の職業準備性ピラミッドを観点に領

域・項目抽出に至ったことから，障害者と限定せ
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ず様々な背景を持つ教員を含めた，全ての教員が

活用することが出来る包括的な評価指標となる可

能性が示唆されたのではないか。

４．今後の展望

　本研究は，QOLの向上の観点を踏まえた障害

のある教員の雇用に関して，包括的に評価する指

標を提示するための基礎的研究を行った。しかし，

課題が残る結果となったため，今後は，本研究で

抽出された領域・項目の内容的妥当性の検証を行

い，評価指標の内容，言葉の表記が妥当であるか

を検証する必要がある。また，本研究で参考とし

た，韓（2017）の教育分野における成果評価の観

点に基づいた QOL概念の再定義である「人間が

おかれている客観的な状況の中における主観的な

質のレベルであるとということ前提条件として，

身体的，情緒的，社会・経済的など，人間の生活

に関わるあらゆる領域のレベルを主観的かつ段階

的に評価するもの」に則り，今後は，主観的かつ

段階的に評価する尺度開発の研究が必要になって

くるだろうと考える。
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